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（参考）景観条例による事前協議対象 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ニセコ町景観条例説明資料ー開発事業編ー（R4.4.1） 
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（参考）開発事業における一団の判断基準 

出典：ニセコ町景観条例説明資料ー開発事業編ー（R4.4.1） 
 

 開発事業に関し、隣接して行われる開発事業が、一体性のある開発事業と認められる場合
は、「一団の開発事業」として、これらの開発事業面積を合わせた全体を協議対象とします 。 
一団の開発事業として認められる判断基準は以下の通りです 。 

ア 行為主体の同一性 について 
開発事業者（所在が同一若しくは役員が重複している法人又はグループ企業等である場
合、その他、個人、法人を問わず客観的に判断して同一と認められる場合を含む。）、土
地所有者などが同一人であるもの。 

イ 利用目的の一体性について 
道路や上下水道等の公共施設の共有や区域の間で専用利用などがあるもの。 

ウ 物理的位置関係について 
隣接（連続した土地だけでなく、所有権の異なる土地や官地を隔てた土地をいう。ただ
し、片側２車線以上の道路や河川等の公共施設により隔たれている場合など、明らかに
一体的な利用が困難と判断されるものは除く。）しているもの。 

エ 時期的関係について 
建設や造成などの時期が近く（２年以内）、開発事業が計画的・連続的に行われるもの。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


